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（１）耕地面積の減少・生産農業所得の減少 

耕地面積（令和 2 年 3 月現在）は、全国では 437.2 万 ha（前年比 0.57%減少）、同様に福岡県で

も 7.97 万 ha（前年比 0.75%減少）と減少しました（農林水産省「耕地及び作付面積統計」より）。 

農業総産出額（令和元年分）は、野菜の価格低迷等により全国では 8 兆 9,387 億円（前年比 1,896

億円減少）、福岡県でも 2,027 億円（前年比 97 億円減少）と減少しました。 

生産農業所得（令和元年分）は、全国では 3 兆 3,403 億円（前年比 1,159 億円減少）、福岡県で

も 918 億円（前年比 39 億円減少）と減少しました。 

なお、県内ＪＡの販売品販売高は、令和 2 年度、1,105 億円（前年比 99.7%）となっています。 

 

 

（２）組合員数の状況 

福岡県の正組合員数は 113 千人（前年比 98.1%）、准組合員数は 244 千人（前年比 100.9%）と、

近年は、正組合員は減少する一方で、准組合員は増加する傾向が続いています。（「令和元年度 福

岡県協同組合統計年報」より） 

 

 

（３）県内ＪＡの決算の概況 

令和 2 年度の県内ＪＡの事業総利益は、549 億円（前年比 98.5%）と減少しており、内訳では、

購買事業が 91 億円（前年比 106.9%）、販売事業が 47 億円（前年比 100.5%）と増加する一方で、大

きなウェイトを占める信用事業が 206 億円（前年比 97.1%）、共済事業が 135 億円（前年比 95.2%）

と減少し、その他事業も 67 億円（前年比 97.8%）と減少しました。 

  また、新型コロナの影響等で事業管理費が 503 億円（前年比 98％）と事業総利益を上回って減少

したことから、県内ＪＡの事業利益は 46 億円（前年比 103.7%）と増加し、最終的な当期剰余金に

ついても 23 億円（前年比 101.3%）となりました。 

 

 

（４）「食料・農業・農村基本計画」の着実な実践 

令和 2 年 3月に閣議決定された「食料・農業・農村基本計画」においては、食料安全保障での施

策を柱に、農林水産物・食品の輸出目標、関係人口など農村振興のための新たな活力の創造・活用、

スマート農業の加速化やデジタル技術の活用推進などが提起されており、これまでの基本計画とは

異なる視点での施策も提起・重視されています。 

  カロリーベースの食料自給率が過去最低の 37％という中、生産基盤の弱体化が進み、世界的な自

然災害の発生や人口増加、そして貿易自由化の進展等、食料安定供給に対するリスクは年々高まっ

ています。 

  基本施策の達成に向け、行政・関係団体と連携し、ＪＡグループに期待される役割・取り組みを

進めていく必要があります。 
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Ⅰ．「農業者の所得増大」「農業生産の拡大」の実践 

○ 担い手経営体に出向く体制の強化・充実について、さらに、効果的・効率的な活動を実践するた

め、対象先の明確化と役割分担、提案メニューの充実等に向けて取り組む必要があります。 

○ 農産物直売所を核とした地産地消の強化については、経営収支改善やＨＡＣＣＰ制度対応として

の衛生管理計画の策定・実践、インボイス等への対応などの課題があります。 

○ 地域・県域ブランドの強化に向けた知的財産等の戦略的活用について、県外での新たな品種の導

入等が進む中で、本県における産地振興、市場競争等に負けない体制づくりが引き続き必要となり

ます。 

○ 農地や施設等の取得等、新規就農者の定着支援について、関係機関との連携をさらに強化する必

要があります。また、農家の高齢化が進む中、事業継承の重要性を理解し、早めの事業継承を進め

ていく必要があります。 

○ 食料・農業・農村基本法等に基づく農業政策の実現対策について、規模の大小や地理的条件にか

かわらず、農業者の経営継続と農村・地域の活力につながる政策要求を行う必要があります。 

 

 

Ⅱ．地域活性化への貢献と情報発信機能の強化 

○ 准組合員については、「農業の応援団」としての具体的取り組みとともに、意思反映、運営参画

にかかる取り組み加速化が求められています。 

○ 「地域農業振興の応援団づくり」の確立に向け、これまでＪＡで実践していた食農教育や地産地

消運動施策を、「ＪＡグループ福岡 食と農の応援団（食・農ラ部！）」の取り組みとして位置づけ、

この取り組みの周知、ＪＡ内外での情報発信が今後の課題となっています。 

○ 広報の位置付けの明確化と他部門との連携について、広報体制の強化を図り、トップ広報、役職

員による情報発信に努める必要があります。 

 

 

Ⅲ．自己改革の着実な実践を支える持続可能な経営基盤の確立 

○ ＪＡグループ福岡中期方針を踏まえ、「最重点分野」および業績評価指標（ＫＰＩ）を設定した

「重点実施分野」を中期経営計画に盛り込みましたが、策定された中期経営計画を分析すると、実

行具体策が具体的でなかったり、中期方針の「実行具体策」「具体的取り組み事項」をそのまま採

用したり、業績評価指標（ＫＰＩ）が定性目標で評価しづらいといった課題がありました。また、

「重点実施分野」での「実践事項」「実行具体策」等の項目が多く、目標が総花的でありました。 

○ 内部管理態勢（内部統制）の整備・強化について、会計基準の厳格な適用や内部統制の運用につ

いて、会計監査人より更なる改善が求められています。 

内部管理態勢における 3 つのディフェンスラインの機能発揮において、本店所管部署とされる第

1 のディフェンスラインの強化が必要です。 

○ 組合員のメンバーシップを強化するための組合員・役員・職員づくりについて、協同組合理念を

盛り込んだ階層別（初級・中級・監督者・管理者）研修会、非常勤理事研修会を実施し、これら研

修で得た知識を、協同組合の運動者として日常の事業・活動を通じてどのように組合員のメンバー

シップ強化と自己改革の実践につなげていくか、役職員それぞれがさらに認識を深め実践していく

必要があります。 

 

第 42 回ＪＡ福岡県大会決議の成果と課題 

― 2 ―



 

Ⅳ．県域オールＪＡの実現をめざすＪＡグループ福岡の新たな組織再編戦略 

○ 県下 20ＪＡが一つに結集し、中央会・連合会の県域機能をできる限り承継した「県域オールＪＡ」

の実現を合併構想とし、2022 年 4 月を目途に実現に向け、改革本部で、今後の進め方、スケジュー

ル、事業戦略の詳細化、実現に向けたロードマップの協議を行いＪＡ、連合会等からの出向者で研

究を進めました。 

しかしながら、研究不参加を表明したＪＡもあり、改革本部で「県域オールＪＡ実現」に向けた

スケジュール等の見直しを行うこととなり、合併推進本部の設置には至らず、構想実現には至りま

せんでした。 

○ 令和 2 年度は、「県域オールＪＡ」の戦略に関するＪＡ域を越えた業務・事業の共同化について

研究・協議を行い、内部監査業務の共同化について、一定の方向性が決まりました。 

 

 

Ⅴ．ＪＡグループ福岡の結集軸としての新たな県中央会の構築 

○ ＪＡグループ福岡の総意に基づく新たな県中央会の構築（連合会への移行）について、改正農協

法に基づき、平成 31 年 3 月開催の第 164 回臨時総会にて「組織変更計画」が承認され、同年 9 月

30 日をもって非出資の農業協同組合連合会に組織変更しました。 

 

 

〔自己改革の取り組み状況〕 

 第 42 回ＪＡ福岡県大会（2018 年開催）は、これ 

までの自己改革の取り組み実績と組合員からの 

評価（成果）、そして今後のさらなる取り組みが 

問われる期間（令和元～3 年度）となることから、 

第 41 回大会の枠組みを引き継ぎ、不断の自己 

改革に取り組みました。 
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１．第41回・42回ＪＡ福岡県大会決議の概要 

第41回ＪＡ福岡県大会は、「農協改革」にかかる情勢変化を踏まえて、「農業者の所得増大」「農業生産

の拡大」「地域の活性化」にかかる領域を中心とした中期方針を策定し、「自己改革を通じたさらなる農業

振興と地域への貢献」の3か年としました。 

その3年後の第42回ＪＡ福岡県大会は、これまでの自己改革の取り組み実績と組合員からの評価、今後

のさらなる取り組みが問われる期間となることから、第41回大会の枠組みを引き継ぎ、「協同の力で、さ

らなる自己改革を実践（不断の改革を推進）し、食と農・地域を未来につなぐ」の3か年としました。 

 

２．農協改革集中推進期間と5年後検討条項の期限到来 

第42回ＪＡ福岡県大会の実践期間中には、令和元年5月の農協改革集中推進期間の期限及び令和3年3

月の農協改革の実行状況等の調査期間の期限と、政府の「農協改革」の議論の２つの節目を迎えました。 

この間のＪＡグループにおける自己改革の取り組み等を踏まえ、政府は、令和3年6月に「規制改革実

施計画」を閣議決定し、農協改革について、ＪＡの自己改革継続に向けた「自己改革実践サイクル」の構

築を明記するとともに、准組合員の事業利用に一律的な規制は導入しないこととしました。同計画では、

ＪＡが組合員との対話を通じて改革を続けるため、ＰＤＣＡサイクルを構築し、農水省が指導・監督する

こととされました。 

 

３．第43回ＪＡ福岡県大会の基本的考え方 

① 新たなビジョン（2030年ビジョン）の策定 
2022年ビジョンは、第40回ＪＡ福岡県大会において、10年後の社会・経済および農業・農村の環

境変化を想定し、ＪＡの役割・使命等を整理することにより、今後の進むべき方向性を合わせること

を目的に策定し、その後の第41・42回とＪＡ福岡県大会の都度、農業・ＪＡを取り巻く環境の変化を

内容に反映して来ました。 

次期3か年は2022年から2024年となり、2022年ビジョンの期限が到来すること、また新型コロナ

ウイルス感染症等を含めた環境変化やＳＤＧｓ等持続可能な社会への関心が高まっていること等か

ら、第43回ＪＡ福岡県大会を『持続可能な未来への分岐点』と捉え、昨今の社会・経済、ＪＡグル

ープをめぐる情勢、ＪＡグループの自己改革の実践状況等を踏まえ、新たな将来ビジョン（2030年ビ

ジョン）を“農業を強く、元気に、もっと身近に 組合員の想いを実現できるＪＡへ”としました。 

 
② 自己改革の“実践”から“浸透”へ 

次期3か年は、政府が決定した「規制改革実施計画」も踏まえ、改めて組合員の声を起点に自己改

革に取り組み、組合員との対話活動等を通じて自己改革を伝え、組合員からの評価を踏まえ次の取り

組みにつなげる、といった自己改革のＰＤＣＡサイクルを組織風土として浸透・定着させることが重

要となります。そのため、第43回ＪＡ福岡県大会のサブテーマを、「実践から浸透へ 自己改革で実

現する持続可能な未来へ向けたＪＡの役割発揮」としました。 

また、これまでの取り組みを踏まえ、自己改革の 3 つの基本目標である「農業者の所得増大」「農

業生産の拡大」「地域の活性化」、並びに「持続可能なＪＡ経営基盤の確立・強化」を主な内容とし、

これに組織再編を加えて4つの柱で構成しました。 

次期3か年においても、目まぐるしい情勢の変化や組合員の多様化・深化するニーズに対応し、引

き続き不断の自己改革を進めるものとします。 
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③ 持続可能な未来へ向けたＪＡの役割発揮 
国連は2012 年を国際協同組合年、2014 年を国際家族農業年、2019 年から 2028 年を国連「家族農

業の 10 年」、さらに2021 年を国際果実野菜年とし、ユネスコは2016 年、「共通の利益の実現のため

に協同組合を組織するという思想と実践」をユネスコ無形文化遺産に登録するなど、世界において、

協同組合が果たしてきた役割は高く評価されています。 

さらに、国連は2015年9月に「持続可能な開発のための2030アジェンダ」を加盟国の全会一致で

採択しました。その中にあるＳＤＧｓの実現を担う民間セクターの一つとして協同組合は位置づけら

れるなど、協同組合のさらなる役割発揮が期待されています。 

持続可能な未来に向け、ＪＡグループ福岡は、地域に根ざした協同組合としての役割を発揮すると

ともに、ＪＡの事業・活動を通じて、持続可能な経済・社会づくりのために貢献していることが広く

認知されるよう取り組んでいきます。 

 

４．着実な実践に向けた取り組み 

第 43 回ＪＡ福岡県大会議案（中期方針）は、ＪＡグループ福岡の共通の取り組みを基本に「目標項

目」の記載内容を一定程度集約しており、「目標項目」以下の「実践事項」を、関係する全ＪＡ・連合

会において、原則「目標値（到達水準）」を定めて取り組む事項としました。 

ＪＡでは、年次別・月別等の実行計画書等における各取り組みについて、今回提示した「業績評価指

標」を基本に、ＪＡの実態に即した「業績評価指標」を設定するとともに、「目標値（到達水準）」を明

示することで、目標を明確化（見える化）し、中期方針の着実な実践を目指すこととします。 

また、全国段階で設定される共通目標である販売品販売高や組合員数など、自己改革の実践に向けた

共通の目標として、ＪＡグループ福岡“自己改革指標”を設定し、持続可能なＪＡ経営基盤の確立・強

化の取り組みとして設定する“経営基盤強化指標”とともに進捗管理を行います。 

加えて、組合員はもちろん、地域住民に対して、成果を「見える化」し、適宜情報発信を行い、自己 

改革の浸透を図っていくものとします。 

 

【自己改革の実践イメージ】 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：ＪＡ全中資料を一部ＪＡ福岡中央会修正 
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ＪＡグループ福岡 2030 年ビジョン 

 

 

2030 年ＪＡグループ福岡が果たしている役割 

② 豊かでくらしやすい地域社会への貢献 

地域社会に根ざした組織として、ＪＡの組織基盤が強化され、

アクティブ・メンバーシップの取り組みにより、准組合員や

女性の運営参画の機会が広がっています。また、対話活動等

を通じて組合員や利用者の声を踏まえ、協同組合間連携等を

活用して、地域に喜ばれるサービス（事業）が提供されてい

ます。 

広報分野では、「食」と「農」、「地域」とこれらを支える「Ｊ

Ａ」の情報発信の強化により、組合員や地域住民のＪＡに対

する信頼と共感づくりがすすんでいます。また、食料安全保

障の強化や食料自給率の向上に関する国民・県民の理解がす

すんでいます。加えて、ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）に

即したＪＡの事業・活動を通じて、持続可能な経済・地域社

会づくりへの貢献が広く認知されています。 

めざす姿 

① 『農業者の所得増大』の実現による持続可能な地域農業

の確立 

“安全”で“安心”な福岡県産農産物を“安定”して販売・

供給するための生産・出荷体制が構築され、福岡県産農産物

ブランドに対する生産者と消費者の信頼が築かれています。

また、高い専門性を持った営農指導員が育成・配置され、重

点市場を中心とした有利販売に加え、直販・直売等による地

産地消の仕組みが確立されています。更にＩＣＴを活用した

スマート農業が定着するとともに、ＪＡ域を越えた施設利用

や農業生産コスト（資材・利用料等）の削減等、トータルコ

スト低減により農業所得の増大が実現されています。 

中期方針 
不断の自己改革

基本目標 

 

③ 地域農業の確立と地域社会に貢献できる組織・経営体制

の確立 

持続可能な地域農業を確立し、豊かでくらしやすい地域社会

の実現に貢献するため、ＪＡ内における事業の効率化・スリ

ム化や、ＪＡ間での事業・業務の共同化や合併、連合会を含

めた共同事業等により、持続可能な経営基盤（組織・経営体

制）が確立されています。 

また、県域オールＪＡの実現に向けた取り組みが着実に進展

しています。 

中
期
方
針
等
の
実
践
に
よ
り
実
現
を
め
ざ
す 

め
ざ
す
姿
を
踏
ま
え
て
中
期
方
針
等
を
策
定 

農
業
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所
得
増
大

農
業
生
産

拡
大

地
域

活
性
化 

メインテーマ 

サブテーマ 

Ⅰ．食料 ・農業基盤の確立・強化

目標項目１．多様な担い手経営体による地域農業 

維持・発展 

目標項目２．需要に応じた販売の強化とコスト低減

による所得増大 

目標項目３．あらゆる環境に対応できる持続可能な

農業生産の拡大 

農業を強く、元気に、もっと身近に 組合員の想いを実現できるＪＡへ 

～ 実践から浸透へ 自己改革で実現する持 続可能な未来へ向けたＪＡの役割発揮 ～

ＪＡグループ福岡 中期方針 全体図

Ⅳ.ＪＡグ ループ福岡の組織再編戦略の実現に向けて

Ⅱ．地域・組織・事業基盤の確立・強化

目標項目１．組合員の拡大と「アクティブ・メンバーシ

ップ」の確立 

目標項目２．健やかでくらしやすい地域社会への貢献と

ＪＡ総合事業を通じた豊かなくらしの支

援 

目標項目３．「食」「農」「地域」「ＪＡ」「協同組合」に

かかる国民・県民理解の醸成 

Ⅲ．ＪＡ 経営基盤の確立・強化

目標項目１． 事業部門収支改善による持続可能なＪＡ経営基盤の確立・強化 

目標項目２． ガバナンス・内部統制の確立と経営の健全性確保 

目標項目３． 協同組合の価値を創出する人づくり 

目標項目４． 中央会・連合会等によるＪＡ総合事業の支援・補完  
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地域社会に根ざした組織として、ＪＡの組織基盤が強化され、

アクティブ・メンバーシップの取り組みにより、准組合員や

女性の運営参画の機会が広がっています。また、対話活動等

を通じて組合員や利用者の声を踏まえ、協同組合間連携等を

活用して、地域に喜ばれるサービス（事業）が提供されてい

ます。 

広報分野では、「食」と「農」、「地域」とこれらを支える「Ｊ

Ａ」の情報発信の強化により、組合員や地域住民のＪＡに対

する信頼と共感づくりがすすんでいます。また、食料安全保

障の強化や食料自給率の向上に関する国民・県民の理解がす

すんでいます。加えて、ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）に

即したＪＡの事業・活動を通じて、持続可能な経済・地域社

会づくりへの貢献が広く認知されています。 

めざす姿 

① 『農業者の所得増大』の実現による持続可能な地域農業

の確立 

“安全”で“安心”な福岡県産農産物を“安定”して販売・

供給するための生産・出荷体制が構築され、福岡県産農産物

ブランドに対する生産者と消費者の信頼が築かれています。

また、高い専門性を持った営農指導員が育成・配置され、重

点市場を中心とした有利販売に加え、直販・直売等による地

産地消の仕組みが確立されています。更にＩＣＴを活用した

スマート農業が定着するとともに、ＪＡ域を越えた施設利用

や農業生産コスト（資材・利用料等）の削減等、トータルコ

スト低減により農業所得の増大が実現されています。 

中期方針 
不断の自己改革

基本目標 

 

③ 地域農業の確立と地域社会に貢献できる組織・経営体制

の確立 

持続可能な地域農業を確立し、豊かでくらしやすい地域社会

の実現に貢献するため、ＪＡ内における事業の効率化・スリ

ム化や、ＪＡ間での事業・業務の共同化や合併、連合会を含

めた共同事業等により、持続可能な経営基盤（組織・経営体

制）が確立されています。 

また、県域オールＪＡの実現に向けた取り組みが着実に進展

しています。 
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Ⅰ．食料 ・農業基盤の確立・強化

目標項目１．多様な担い手経営体による地域農業 

維持・発展 

目標項目２．需要に応じた販売の強化とコスト低減

による所得増大 

目標項目３．あらゆる環境に対応できる持続可能な

農業生産の拡大 

農業を強く、元気に、もっと身近に 組合員の想いを実現できるＪＡへ 

～ 実践から浸透へ 自己改革で実現する持 続可能な未来へ向けたＪＡの役割発揮 ～

ＪＡグループ福岡 中期方針 全体図

Ⅳ.ＪＡグ ループ福岡の組織再編戦略の実現に向けて

Ⅱ．地域・組織・事業基盤の確立・強化

目標項目１．組合員の拡大と「アクティブ・メンバーシ

ップ」の確立 

目標項目２．健やかでくらしやすい地域社会への貢献と

ＪＡ総合事業を通じた豊かなくらしの支

援 

目標項目３．「食」「農」「地域」「ＪＡ」「協同組合」に

かかる国民・県民理解の醸成 

Ⅲ．ＪＡ 経営基盤の確立・強化

目標項目１． 事業部門収支改善による持続可能なＪＡ経営基盤の確立・強化 

目標項目２． ガバナンス・内部統制の確立と経営の健全性確保 

目標項目３． 協同組合の価値を創出する人づくり 

目標項目４． 中央会・連合会等によるＪＡ総合事業の支援・補完  
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 我が国の農業は、輸入農産物の増加による価格の低迷、農業就業人口の減少と農業従事者の高齢化に伴う

担い手の不足等による生産基盤の脆弱化、新型コロナウイルス感染症による農業分野での需要減少や価格

下落など、先行きが不透明な状況 

 こうした中、前回大会に引き続き「農業者の所得増大」と「農業生産の拡大」に向けて、関係機関との連携を一

層強化し、持続可能な食料・農業基盤の確立に取り組む必要 

 新規就農者の確保・育成、多様な担い手との対話を通じた農業経営相談や労働力支援、農作業受託・スマ

ート農業の導入等による農作業軽減支援、デジタル化もふまえた営農経済事業の体制強化、ＩＣＴを活用し

た農業生産性向上と営農指導の高度化 

 消費者・実需者のニーズをとらえた販売強化、輸出やｅコマース等の新たな販路拡大 

 「みどりの食料システム戦略」を踏まえ、環境負荷軽減に配慮した安全・安心な農業生産を目指しながら、ＪＡ

グループ福岡一体となったトータルコスト低減 

 また、「食料・農業・農村基本計画」に基づく農業の持続的発展に向けた政策の確立に向け、農業者・地域住

民の声の国・地方の農業政策への反映を目指すとともに、営農経済事業の強化に向けた方針をＪＡが総力を

あげて実践するため、中央会・連合会は連携して支援し、地域農業の振興を補完する機能発揮に努める 

 

 

 

 

（１）「次世代総点検運動」による次世代組合員の確保と育成支援【重点

実践事項】 

（２）出向く活動等を通じた多様な担い手経営体への支援と更なる事業間

連携強化 

（３）営農経済事業における体制構築並びに機能向上・収支改善 

 

 

 

（１）農業者の売上増加に向けた販売の強化・実践【重点実践事項】 

（２）多様な消費者・実需者ニーズに応える販売方式の構築 

（３）物流業界の「２０２４年問題」への対応とコスト低減に対する取り組み 

 

 

 

（１）新技術導入による農業生産効率の向上と地域の実態に応じた持続

可能な農業振興の取り組み【重点実践事項】 

（２）「みどりの食料システム戦略」などの自然環境に配慮した農業生産

およびリスクへの取り組み 

（３）「食料・農業・農村基本計画」に基づく農業の持続的発展に向けた政

策提案 

※ 下線・朱書きは「重点実践事項」 

※ 「業績評価指標」＝進捗状況を検証するための指標    

Ⅰ．食料・農業基盤の確立・強化 

提案趣旨 

目標項目１ 多様な担い手経営体による地域農業維持・発展 

目標項目２ 需要に応じた販売の強化とコスト低減による所得増大 

目標項目３ あらゆる環境に対応できる持続可能な農業生産の拡大 

【業績評価指標】 

次世代総点検実施数、新規就農者数、

新規就農者ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ件数、事業承継件

数、新規利用件数、利用拡大件数、等 

【業績評価指標】 

販売品販売高、直売所来店客数、ｅｺﾏｰ

ｽ販売高、集中購買供給高、等 

【業績評価指標】 

ｽﾏｰﾄ農業導入件数、労働力派遣件数、

ﾊﾟｯｹｰｼﾞｾﾝﾀｰ等利用者件数・取扱数量、

土壌診断実施件数、生産履歴記帳率、

農業リスク実施数、等 
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【次世代総点検運動のイメージ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【園芸品目における施設の共同利用から共同販売のイメージ】 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
【Z-GIS・ザルビオを利用したデジタル化のイメージ】 

 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

  

資料：JA全中作成 

資料：JA福岡中央会作成 

資料：JA全農作成 
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 ＪＡの組織においては、正組合員の高齢化と減少、准組合員の増加等、組合員構成の多様化がすすむ中、運

営参画機会に乏しい組合員の増加等により、組合員の顧客化や「わがＪＡ意識」の低下が課題 

 このため、正・准組合員のアクティブ・メンバーシップの取り組み強化、特に、次世代組合員のリーダー育成に

向けた協同組合講座や組合員大学の設置による協同組合理念の共有は喫緊の課題 

 准組合員については、「地域農業の応援団」として、「食と農」「地産地消」等の活動参加者の裾野を広げるとと

もに、政府の規制改革推進会議の意見等を踏まえ、意思反映、運営参画の方針の明確化と実践が必要 

 一方、地域においては、コロナ禍を契機としたデジタル化、自然災害の頻発、ＳＤＧｓをはじめ持続可能な社

会実現への要請等、時代の転換期の中で、ＪＡ地域密着・くらしの活動について、組合員のニーズに応じた活

動展開、地方公共団体等と連携し、総合事業・活動を通じ、地域課題の解決に取り組むことが必要 

 また、広報活動を経営戦略の重要な柱として広報体制を強化した上で、組合員が「協同」の重要性を再確認

するための組織内広報、「食・農業・地域」やそれを支えている「ＪＡ」をアピールする対外広報の強化が必要 

 さらに、他の協同組合と連携し、ＪＡが地域において実施している事業や活動は、ＳＤＧｓに即した取り組みで

あることを広く国民・県民に理解促進を図ることが必要 

 

 

 

 

（１）正組合員のメンバーシップの強化【重点実践事項】 

（２）准組合員の「食と農」に基づくメンバーシップ強化【重点実践事項】 

（３）女性・青年の活躍推進と組織活性化 

 

 

 

（１）ＪＡ地域密着・くらしの活動の実践による「地域活性化」への貢献 

（２）健やかに安心してくらせる地域社会づくりへの貢献 

（３）生活その他事業の体制整備および収支改善 

 

 

 

（１）広報活動の位置づけ明確化、体制強化とＪＡグループ連携による広

報力の強化 

（２）「食・農・地域」と「協同」の重要性を再認識し、ＪＡへの共感・信頼を確

立する組織内広報の強化 

（３) 「食・農・地域を守り育てるＪＡ」への国民・県民による理解にもとづく、

ＪＡの共感・信頼を得る対外広報の強化 

（４）「協同組合」の国民・県民理解醸成に向けた取り組み強化 

 

 

※ 下線・朱書きは「重点実践事項」 

※ 「業績評価指標」＝進捗状況を検証するための指標    

Ⅱ. 地域・組織・事業基盤の確立・強化 

提案趣旨 

目標項目１ 組合員の拡大と「アクティブ・メンバーシップ」の確立 

目標項目２ 健やかでくらしやすい地域社会への貢献とＪＡ総合事業を通じた豊かなくらしの支援 

目標項目３ 「食」「農」「地域」「ＪＡ」「協同組合」にかかる国民・県民理解の醸成 

【業績評価指標】 

正・准組合員数、協同組合講座等参加

者数、支店運営委員会設置支店数、等 

【業績評価指標】 

地域密着・くらしの活動実践支店数、

認知症ｻﾎﾟｰﾀｰ育成数、事業利益、等 

【業績評価指標】 

広報委員会の設置・開催、広報誌等で

の協同の意義周知件数、ｺﾐｭﾆﾃｨｰ誌等地

域住民向け広報資材の作成・配布、新

聞・ﾃﾚﾋﾞ等ﾊﾟﾌﾞﾘｼﾃｨによるＪＡ情報の

発信件数、SDGsの情報発信件数、等 
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【組合員のアクティブ・メンバーシップ（全体イメージ図）】 

 

 

【ＪＡグループ福岡「食と農の応援団（食・農ラ部！）」 概念図】 

 
資料：ＪＡ福岡中央会作成 

資料：ＪＡグループ福岡「アクティブ・メンバーシップ促進方針」資料より 
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 政府が決定した「規制改革実施計画」には、ＪＡが組合員との対話を通じて、自己改革の実践方針等を総代

会で決定する等、自己改革実践サイクルを構築することが明記 

 また、農水省は、経営の健全性を確保していくため、収益性・信用リスク・流動性リスクについてオンサイト・

モニタリング等を行うＪＡ版早期警戒制度の改正を行い、早め早めの経営改善を促す予定 

 資金運用環境は好転が見込めず、先行き不透明な状況が続くことが予測される中、営農・経済事業の赤字

を信用・共済事業の収益で補填するという事業モデルでは、総合事業体としての機能維持・発揮が困難 

 これまでの戦略を振り返り、「成長戦略」・「効率化戦略」「ＪＡ間連携（共同）」等、戦略を再構築し、持続可能

なＪＡ経営基盤の確立・強化に向けた一層の取り組みが必要 

 ＪＡ経営では、「持続可能な収益性（攻めのガバナンス）」や「将来にわたる健全性（守りのガバナンス）」を勘

案しつつ、将来損益シミュレーションを踏まえた経営判断を行うとともに、農協法遵守、コンプライアンス強化

および不祥事未然防止の更なる取り組みを継続、リスク情報の主体的な収集と適正な経営判断を可能とす

るガバナンス・内部統制の強化・実効性確保等、真に必要な経営判断を可能とするＪＡ理事会の運営が重要 

 これらのＪＡ事業・組織運営等の取り組みを進めるため、「人づくり基本方針」に基づき、激変する環境や組織

の変革に対応できる人材育成が必要 

 

 

 

 

（１）総合事業体としての機能発揮を図るためのＪＡ経営基盤の確立・強

化に向けた施策づくり 

（２）ＪＡ事業の「成長戦略」と「効率化戦略」の実践【重点実践事項】 

（３）持続可能なＪＡ経営基盤の確立・強化に貢献する情報システムの活

用 

 

 

 

（１）ＪＡガバナンス・内部統制の確立・実効性向上【重点実践事項】 

（２）ＪＡ経営の健全性確保 

（３）内部統制の向上と経営の健全性確保に資する適切な経営判断のた

めの情報システムの活用 

 

 

 

（１）協同組合の理念を実践する人づくり 

（２）持続可能な経営基盤を支える人づくり 

 

 

 

※ 下線・朱書きは「重点実践事項」 

※ 「業績評価指標」＝進捗状況を検証するための指標    

Ⅲ. ＪＡ経営基盤の確立・強化 

提案趣旨 

目標項目１ 事業部門収支改善による持続可能なＪＡ経営基盤の確立・強化 

目標項目２ ガバナンス・内部統制の確立と経営の健全性確保 

目標項目３ 協同組合の価値を創出する人づくり 

【業績評価指標】 

経営基盤強化指標の達成、事業総利益

伸長率、経費削減率、事業利益伸長率、

等 

【業績評価指標】 

自主検査結果相違報告数、内部監査指

摘事項改善率、不祥事発生件数、等 

【業績評価指標】 

上級認証資格取得率、女性管理職比率、

等 
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【中央会・連合会一体となった取り組み】 

（１）ＪＡ経営基盤の確立・強化に向けた支援 

（２）ＪＡの健全経営確保に向けた支援 

 

【信用事業の取り組み】 

（１）ＪＡバンクならではの総合事業を活かした金融仲介機能の発揮 

（２）ＪＡ経営基盤強化に向けた信用事業の取り組み支援 

（３）信用事業を通じたＪＡ事業の創意工夫の発揮 

（４）取組成果の可視化・発信 

 

【共済事業の取り組み】 

（１）新たな生活様式への対応の加速 

（２）ＪＡ経営基盤強化に向けた共済事業の取り組み支援 

（３）組合員・利用者に選ばれ続けるためのコンプライアンス態勢の強化 

 

【経済事業の取り組み】 

（１）ＪＡの農家対応力の強化・産地づくり・販売力強化・物流合理化・拠点事業の一体運営、受託等の支援 

（２）ＪＡ経済事業の収支改善に資するメニュー提案・ＪＡと一体となった実践 

 

【情報センターの取り組み】 

（１）農業者・利用者のための各種情報システムの活用 

（２）ＪＡ経営に貢献する情報システムの活用 

（３）情報システムの安定運用と社会的責任の確保 

（４）将来に向けた情報戦略の研究・検討・策定 

 

【経営基盤強化指標】 

分 類 指 標 目標値 公  式 
現 状 

（令和元年度） 
平 均 

生産性 ①労働生産性 ※
令
和
２
年
度
実
績
を
も
と
に
⼤
会

後
の
改
⾰
推
進
本
部
で
協
議
・
決
定 

事業総利益／職員数 7,904 千円 
収益性 

②または②´ 

②経費率（ＯＨＲ） 経費注 1／業務粗利益注 2 84.5％ 
②’事業管理費比率’ 事業管理費／事業総利益 92％ 

財務 
健全性 

③かつ③´ 

③組合員１戸 
あたりの出資金額 出資金／組合員戸数 176,312 円 

③’組合員資本倍率 組合員資本／出資金 3.4 倍 
安全性 ④自己資本比率 自己資本／リスクアセット等の額 12.7％ 
組合員 
密着性 

⑤組合員 
経済・販売利用高 購買品供給高＋販売品販売高／正組合員戸数 1,821 千円 

 ※指標の算出にあたっては、行政庁に提出する業務報告書などの開示された数値を用いる。 

注１：経費＝事業管理費のうち減価償却費を除く 
注２：業務粗利益＝事業総利益-信用事業に係るその他経常収益-信用事業以外に係るその他の収益+信用事業に係るその他経常

費用+信用事業以外に係るその他の費用+事業外収益の受取出資配当金+金銭の信託運用見合費用 

目標項目４ 中央会・連合会等によるＪＡ総合事業の支援・補完 
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 前回大会では、経営環境の悪化等に迅速に対応し、組合員と消費者、それぞれのメリットを創出するため、県

下ＪＡおよび中央会・連合会が一体となって「2022 年４月を目途に県域オールＪＡ構想を実現する」ことを決議 

 その後、県下全ＪＡ（20ＪＡ）・連合会・関係団体からの中央会出向により、ＪＡグループ福岡をあげた検討体制で

の研究により、「ＪＡグループ福岡における組織再編戦略」「県域オールＪＡの経営戦略・事業戦略」等を策定 

 一方、「県域オールＪＡ」の実現方法・実現時期について、多様な意見が出される状況となったため、ＪＡ組織あ

り方検証委員会（全組合長で構成）、生産者、女性部、青年部等による小委員会を置き、幅広く意見を聴取 

 その結果、組合員の意見を踏まえた議論や情報提供が不十分であったこと等の状況を総括し、「20ＪＡおよび

中央会・連合会が一斉に県域オールＪＡを実現」（実施時期 2022 年４月）は達成困難との結論 

 しかし、この間の研究・協議の成果として、ＪＡ内およびＪＡ間における課題が明確になり、各ＪＡの「自己改革」

「持続可能なＪＡ経営基盤の確立・強化」の対応として改善・改革に反映 

 本大会では、これまでの研究・協議を行った戦略を踏まえ、将来の対応として目指す「県域オールＪＡ」の実現

に向けた進め方等について提案 

 

 

 

将来にわたり、組合員の営農と生活を守り高めるというＪＡの使命を果たしていくために、農業・ＪＡを取り巻く厳しい

環境やＪＡ経営の現状、予測などを踏まえ、ＪＡグループ福岡が一体となった「県域オールＪＡの実現」を将来の対応

として、今後も研究を継続 

「県域オールＪＡ」を目指す実現方法として、４つのステージに整理し、組合員の意思やＪＡ経営の状況等に応じ

た段階的な取り組み 

 

（１）「県域オールＪＡ」実現に向けた進め方 

 次期３ヶ年は、自己改革および持続可能なＪＡ経営基盤の確立・強化に全力 

 2026 年度に状況を検証、2027 年のＪＡ福岡県大会に 2030 年度を目途とする県域オールＪＡ実現時期を提案 

 今後、2030 年までの約 10 年で、ＪＡ間格差等の解消に向け協議、検討（ただし、ＪＡを取巻く内外の大きな環境

変化等があった場合は、県域オールＪＡ実現に向けた協議を開始） 

 

（２）「県域オールＪＡ」実現に向けた目標指標達成の取り組み 

 「県域オールＪＡ」を目指し、各ＪＡが改善・改革による持続可能なＪＡ経営基盤の確立・強化への取り組みを進

めるため、20ＪＡ共通の指標として、「経営基盤強化指標」「自己改革指標」を設定 

 各ＪＡはその達成を意識した中期経営計画・単年度計画を策定 

 それぞれの指標は、ＪＡでの進捗管理を基本に、ＪＡグループ福岡改革推進本部においても進捗管理。 

・ 「経営基盤強化指標」；ＪＡ経営基盤の確立・強化の実践を通じて、県域オールＪＡの実現に向けたＪＡ事業・経営の高

位平準化を図るための指標 

・ 「自己改革指標」；「農業者の所得増大」「農業生産の拡大」「地域の活性化」の実現に向けた指標 

 

（３）「県域オールＪＡ」実現に向けた中央会・連合会等の支援 

 中央会・連合会・情報センター等は、「県域オールＪＡの研究」「改善・改革の実践」「ＪＡ間連携」「戦略的合併」

「共通の指標設定、実践」等の取り組みを強力に支援 

Ⅳ．ＪＡグループ福岡の組織再編戦略の実現に向けて 

提案趣旨 

１．ＪＡグループ福岡における組織再編戦略の実現に向けた取り組み 
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戦略的合併 
戦略的合併とは、合併の意思のあるＪＡ同士の合併をいいます。地区や地域といった概

念はなく、福岡、久留米、小倉といった３地区構想に後戻りすることではありません。

県１ＪＡ 県１ＪＡとは、定款の「地区」が「福岡県の全区域」とするＪＡをいいます。 

県域 

オールＪＡ 

県域オールＪＡとは、県下全ＪＡおよび中央会・連合会の県域機能をできる限り承継し

たＪＡをいいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

＜実現方法（組織再編戦略）＞ 

＜実現方法ごとの定義＞ 

＜「県域オールＪＡ」実現に向けた進め方＞ 
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ＪＡ綱領 —わたしたちＪＡのめざすもの— 

 

わたしたちＪＡの組合員・役職員は、協同組合運動の基本的な定義・価値・原則（自主、自立、

参加、民主的運営、公正、連帯等）に基づき行動します。そして、地球的視野に立って環境変化

を見通し、組織・事業・経営の革新をはかります。さらに、地域・全国・世界の協同組合の仲間と 

連携し、より民主的で公正な社会の実現に努めます。 

このため、わたしたちは次のことを通じ、農業と地域社会に根ざした組織としての社会的役割を

誠実に果たします。 

 

わたしたちは、 

１ 地域の農業を振興し、わが国の食と緑と水を守ろう。 

１ 環境・文化・福祉への貢献を通じて、安心して暮らせる豊かな地域社会を築こう。 

１ ＪＡへの積極的な参加と連帯によって、協同の成果を実現しよう。 

１ 自主・自立と民主的運営の基本に立ち、ＪＡを健全に経営し信頼を高めよう。 

１ 共同の理念を学び実践を通じて、共に生きがいを追求しよう。 

協同組合原則 

 

１．定義 

協同組合とは、人々が自主的に結びついた自律の団体です。人々が共同で所有し民主的

に管理する事業体を通じ、経済的・社会的・文化的に共通して必要とするものや強い願いを 

充すことを目的にしています。 

 

２．価値 

協同組合は、自助、自己責任、民主主義、平等、公正、連帯という価値観に基づいて   

います。組合員は、創始者たちの伝統を受け継いで、正直、公開、社会的責任、他者への  

配慮という倫理的な価値を信条としています。 

 

３．原則 

<第１原則> 自主的で開かれた組合員制 <第５原則> 教育・研修、広報 

<第２原則> 組合員による民主的な管理 <第６原則> 協同組合間の協同 

<第３原則> 組合財政への参加 <第７原則> 地域社会への係わり 

<第４原則> 自主・自立 




